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Ⅰ 計画の目的と内容 

Ⅰ－１ 計画の目的 

ニセコひらふ地域では、不動産所有者から負担金を集め、地域自らエリアマネジメ

ント組織を運営し、リゾートコミュニティの維持・改善と観光ビジネス活性化を図る

ための検討を進めている。 

本計画では、国内・海外からの観光投資を呼び込める国際リゾート地としての地位

を確立するとともに、さらなる地域の活性化をはかるための官民連携手法について検

討することを目的とする。 

 

Ⅰ－２ 計画の内容 

（１）国際リゾート地としてニセコひらふ地域と市街地域が連携した将来像の検討 

倶知安観光における大きな課題は、ニセコひらふ地域と市街地の連携強化である。

ニセコひらふ地区を訪れている観光客は市街地に強い興味を示しており､市街地はニ

セコひらふ地域に訪れる観光客や投資による経済効果とそれによる市街地域の活性

化を期待している。 

また、平成47年度に開業予定の北海道新幹線や北海道横断自動車道の倶知安IC整備

による都市交通が大きくかわることを視野に入れた連携や強化が求められています。 

ニセコひらふ地域と市街地域の連携により、一層の交流人口を増やし、都市活動や

交流の場となる「拠点」及び近隣市町村との広域連携も含め、国際リソート地として

の将来像を創る。 

 

（２）国際リゾート地としての利便性を高める複合交流施設整備の検討 

全国の名だたる国際都市は国際会議を行うことが出来る環境が整えられている。し

かし本町には海外の観光客が好むコンドミニアム施設が多く冬季のスキー観光のみ

ならず夏季においても冷涼で長期滞在型のリゾート地として注目を集めているが、国

際会議を開催する施設や国際スポーツ（自転車・マラソン）の開催要望が高い地域に

もかかわらず受入施設が整っていないためにその整備が求められている。 

このため、既存施設の改修や町有地を活用して、コンベンションやスポーツ交流拠

点、さらには外国人の観光客や滞在者との多文化交流拠点を備えた複合交流施設の整

備に向けて検討する。 

 

（３）２次交通の充実、駐車場・交通ターミナル整備に関する検討 

地域内の移動手段としての２次交通は、観光客のリゾート活動を支える重要な基盤

であり、滞在期間が長いほど地域内での移動機会は増加することから、リピーターの

確保、滞在型リゾート地としての充実という観点からも、２次交通の充実は重要であ

る。 
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現状では一般の路線バスに加え、スキー場連絡バス、地域内循環バス、ホテルのバ

ス等、さまざまな形態のバスが運行され、本数としては充実している。一方で、それ

ぞれのバスを運行する主体や目的の違いから、料金体系等のシステムが異なり、分か

りづらいのも事実である。夏期はスキー場連絡バス等の運行がなくなることから、移

動利便性が低下する状況にある。 

ひらふ坂の整備により一部駐車場の台数が減少することから、パーク＆ライドなど

の交通システムとあわせた地域内の２次交通ネットワークの検討や駐車場・交通ター

ミナルの適正配置、整備について検討する。 

地域内にあるサンスポーツランドは老朽化とともに、施設機能の総合的な再編成の

検討が必要となっており、駐車場や交通ターミナルとしての再整備について検討する。 

 

（４）観光客等を対象とした災害情報提供手段・一時避難施設整備に関する検討 

倶知安町が作成する地域防災計画は、あくまでも地域住民が対象である。しかしニ

セコひらふ地域においては、入込ピーク時を想定すると住民より圧倒的に観光客等の

方が多いことから、観光客等も含めた防災・避難についての検討が必要である。 

このため、災害発生時に、速やかに観光客等へ正確な情報を伝えるための情報提供

手段について検討するとともに、サンスポーツランドについて、前述の交通機能とあ

わせ、自家発電装置等を有する一時避難場施設としての再整備について検討する。 

 

（５）観光投資の経済波及効果検証基礎調査 

国内・海外からの観光投資を今後どのように誘導していくかの戦略を検討するため、

現状での国内・海外投資の経済波及効果を検証するための基礎調査を行う。 
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Ⅱ 国際リゾート地としてニセコひらふ地域と市街地域が連携した将来像の検討 

Ⅱ－１ 調査の位置づけ 

ひらふ高原地域活性化事業計画においては、倶知安町における上位計画・関連計画

を踏まえ、現在進行している関連プロジェクトと一体的・総合的に検討するとともに、

将来の北海道新幹線の延伸や北海道横断自動車道の整備など高速交通体系の変化を

見据え、「ひらふ高原地域と倶知安市街地の連携」を考慮した「ひらふ高原地域の将

来像」を検討する。 

今後は、本計画で示された将来像を基にしながら、具体の事業や検討を進めるとと

もに、民間開発事業者や住民と共有すべきビジョンとして、将来像の実現化を図る。

これらの関係は下図に示す通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

国際リゾート地としてニセコひらふ地域 

と市街地が連携した将来像 

上位計画・関連計画 

【倶知安町】 

◆５次倶知安町総合計画（H20） 

【羊蹄山麓地域】 

◆羊蹄山麓広域景観づくり（H18） 

◆羊蹄山麓景観広告ガイドライン

（H22） 

【国・道】 

◆国土利用計画 等 

◆倶知安町都市計画マスタープラン（H20） 
◆倶知安準都市計画（景観地区／特定用
途制限地域）（H20、21） 

◆倶知安町観光振興基本計画（H21） 
◆環境基本計画（H18） 

ひらふ高原地域の将来像 

関連プロジェクト 

◆ニセコひらふＢＩＤ／ＣＩＤ研究会 

◆ニセコ観光局プロジェクト協議会 
◆

 
◆新幹線開業を見据えた駅周辺再
開発／駅前商店街活性化 

ひらふ高原地域活性化事業計画の検討 

◆観光中核施設(複合交流施設) 

◆道道でのストリートバナー整備 

◆ひらふ坂広告サイン整備 

◆駐車場適正配置及び整備 

◆ひらふ中央公園再整備 

◆小水力発電整備 

◆その他（道路など） 

◆２次交通の充実、駐車場・交通ターミナル整備

に関する検討 

◆観光客等を対象とした災害情報提供手段・一

時避難施設整備に関する検討 

◆観光投資の経済波及効果検証基礎調査 

広域的な連携 
市街地との連

携 
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ブランド・エッセンス(Brand Essence)

ブランド・価値(Brand Values)

ブランド・パーソナリティ(Brand Personality)

情緒的価値(Emotional Benefits)

機能的価値(Rational Benefits)

特性(Attributes)
パウダー、羊蹄山、温泉、北海道、日本、自然、食、豊かな
四季、おいしい水

スキー場群、コンドミニアム、飲食店、ラフティン
グ、アクセス、

記憶に残る経験、ストレス発散、同行者
との時間共有、安全・安心、

ニセコルール、異文化、先端、融合、創造、
折り合い、循環、レスポシブル、持続性

自然の活用と保全、挑戦と安全、
文化の保全と創造

NISEKO, My Extreme　世界が選ぶニセコ

他地域との差別化要素はなにか？

来訪者の深層的な来訪目的(理由)
はなにか？

来訪者は、ニセコに何があるから来
るのか？

ニセコは何を持っているのか？

差別化要素を支えるものは何か？
→　Neutral essence

来訪者に地域特性を端的にどう伝えるか？
→　Marketing slogan

Ⅱ－２ ひらふ高原地域の将来ビジョンと今後の取り組み 

倶知安観光における大きな課題は、ひらふ高原地域と市街地の連携強化である。ひ

らふ高原を訪れている観光客は市街地に強い興味を示しており､市街地はひらふ高原

に訪れる観光客や投資による経済効果とそれによる市街地域の活性化を期待してい

る。 

平成47年度に開業予定の北海道新幹線の延伸や北海道横断自動車道や倶知安IC整

備により、高速交通体系が大きくかわることを視野に入れた連携や強化が求められて

いる。 

また、蘭越町、ニセコ町、倶知安町の３町によって検討が進められているニセコ観

光圏整備計画では、倶知安町だけではなく観光客が捉える「ニセコ」地域全体を対象

として、地域の将来像を以下の５点としている。 

 

【ニセコ観光圏の将来像】 

① 多様な国々から、バカンス需要をもった人々が来訪している。 

② 観光やその関連領域で新しい事業活動が、継続的に創造され、地域での経済循環につな

がっている。 

③ 多くの地域住民が国際的な観光地域づくりを肯定的に捉えている。 

④ 国際的なリゾートに相応しい空間、景観、インフラの整備が進んでいる。 

⑤ 環境負荷の低減や、自然環境の保全と活用が明示的に進められている。 

 

この将来像の達成に向けたニセコ観光圏の基本方針をニセコのブランド構成要素

の整理・分析を踏まえ「NISEKO,My Extreme 世界が選ぶニセコ」として設定してい

る。 
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このような地域の高速交通体系の大きな変化やニセコ観光圏等の広域的な観点も

踏まえ、国際リゾート地としてのひらふ高原地域の将来ビジョンを検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 「ニセコ」地域における観光拠点とひらふ高原・倶知安市街地の位置 
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（１）ひらふ高原地域と倶知安市街地が連携した地域の将来像 

ニセコエリアへの好調な観光入込を受け、ひらふ高原地域では宿泊施設や飲食店な

ど、観光サービス業における雇用が拡大している。しかし、そこで働く従業員用の住

居や寮などの施設は不足している状況にあり、また長期滞在客の増加に伴いリゾート

サービス機能のほかに、医療・福祉、買い物等の日常生活サービス機能が地域に求め

られている。 

倶知安市街地には居住機能や日常生活サービス機能などの都市機能が十分あるこ

とから、両地域が機能の役割分担を果たし相互に連携することで、ひらふ高原地域と

倶知安市街地の双方の活性化が可能となる。 

両地域を結ぶ交通システムの充実等とあわせて、具体的な連携方策を検討すること

が重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）外資による経済の好循環 

外国人観光客の増加は、外資系企業にとって投資の機会をもたらすとともに、宿

泊・娯楽施設のみならず関連産業の生産・雇用面にまで波及していることを踏まえ、

ひらふ高原地域の将来ビジョンでは、外に向かって投資を促す情報の発信を行い、地

域内では外資による宿泊施設等の誘導策やおもてなしの充実を図るなどして、地域経

済の好循環を目指していくことが重要となる。 

このため、国内・海外投資の経済波及効果調査を実施し、地域にとっても外資にと

ってもメリットとなる具体的な投資の誘導戦略を検討していく。 

 

 

 

 

  

ひらふ高原地域 倶知安市街地 

観光 
・居住 
・医療、福祉 
・買い物 など 

連携・役割分担 

ひらふ高原地域 と 倶知安市街地 の 
連携・役割分担による双方の活性化 

都市機能 

雇用・都市機能ニーズの拡大 

居住・日常生活サービス機能 

・リゾート 
サービス など 

    

   

             進出の契機    

                          

                          買収・建設       設立 

                 消費               

                 (収益) 

   

             人を呼び込む契機            地域内（基盤整備・おもてなし） 

   

              情報の発信（投資を促す） 

観 光 客 

外国資本 

宿泊施設等 観光サービス業 
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（３）キャリング・キャパシティ(環境容量)※1を踏まえた地域の将来像 

ひらふ高原地域を観光・リゾート産業として推進していく中で、観光客や施設整備

の増加に伴い予想される自然環境への影響、上下水道の可能量、ごみの大量発生への

対応、インフラ整備の不足、医療体制及び治安機能の向上などの様々な問題発生を未

然に想定し、ゾーニングの設定やガバナンス※２を強化し持続可能な観光振興の実現が

地域に求められている。 

観光の環境容量としては、主に観光利用を行う入込側の人間活動や利用者意識と、

これにより影響を受ける受入側の環境資源である自然環境、社会基盤、歴史文化、人

間（地域住民）の関係によって形成される地域経済・地域社会の関係によって成り立

つもので、その環境容量について今後、地域における物理的な収容力の多寡に加え、

豊かな自然環境や地域の伝統・文化といったひらふ高原地域における観光の魅力の変

容などに適切に対処していくことが重要となる。 

 

 

  入込側          

         観光客             観光利用 

        (利用者意識)               

     人間への影響からみた環境容量                生じやすい主な 

                                   影響の流れ 

 

受入側   環境資源                        地域住民 

  

   自然環境            歴史文化     地域経済  地域社会 

 

社会基盤 

 

                環境資源への影響からみた環境容量     人間への影響からみた環境容量 

 

 

 

※１ キャリング・キャパシティー（Carrying Capacity）とは、森林や土地などの環境に人手が加わっても、

その環境を損なうことなく、生態系が安定した状態で継続できる人間活動又は汚染物質の量の上限を指す

言葉で、「環境容量」、または「環境収容能力」などとも呼ばれる。 

 

※２ ガバナンスとは、組織や社会に関与するメンバーが主体的に関与を行ない、意思決定、合意形成のシ

ステムを行うことであり、ここでは、自然保全、土地利用、成長管理、環境容量のコントロール、ビジネ

スコントロール及びクオリティコントロール(品質管理)など、行政が責任を持って関与し、民間と協力し

ながらリゾート市場の質と量を、適切に総合調整を図ること。 
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Ⅱ－３ ニセコひらふ地域の将来ビジョン 

（１）ニセコひらふ地域の将来ビジョン 
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□観光交流の拠点づくり  

 ・リゾート地の顔づくりとなる観光交流の拠点づくり  

 ・多世代が楽しめるオープンスペースの充実  

□観光資源の活用と地域経済の循環づくり  

・農業や食、自然環境などを活用した観光メニューの充実  

□市街地や他地域と連携した観光地づくり  

・適正な域内交通の充実（２次交通の充実） 

・安全で快適な歩行空間、フットパス、サイクリングコース等の整備 

□観光ホスピタリティの向上  

 ・わかりやすいサインや外国語対応の強化  

□高速交通ネットワーク整備の推進  

・国際リゾートに相応しい新幹線駅の検討  

・北海道横断自動車道・倶知安ICの整備、SA・道の駅等の検討 

 

□市街地や他地域と連携した観光地づくり  

 ・適正な域内交通の充実（２次交通の充実） 

 ・安全で快適な歩行空間、フットパス、サイクリングコース等の整備 

□高速交通ネットワーク整備の推進  

・国際リゾートに相応しい新幹線駅の検討  

・高速道路整備の早期の事業化要請、倶知安ＩＣ・ＳＡの検討  

□適切な土地利用・景観コントロール  

 ・準都市計画やガイドライン等の運用による、適切な建物・景観の

コントロール  

□環境負荷の軽減  

 ・安全で快適な歩行空間、フットパス、サイクリングコース等の整備 

 ・再生可能エネルギーの活用  

 

□ＣＩＤ／ＢＩＤによるエリアマネジメント 

 ・ＣＩＤ／ＢＩＤ制度導入の検討 

□安全安心に滞在できる環境づくり  

 ・災害時の情報伝達手段の充実 

 ・防犯灯や交番の整備による安全安心の向上 

・安全で快適な歩行空間、フットパス、サイクリングコース等の整備 

□快適で魅力的な地域環境の形成  

 ・地域によるインフラの維持管理 

 ・観光中核施設の維持管理、運営 

□地域の魅力づくりと発信  

 ・地域イベントによる販売促進 

 ・観光情報の発信、集客活動 

□ゆとりある生活空間の形成  

 ・多世代が楽しめるオープンスペースの充実 

ビジョン 取り組み 
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（２）ビジョンを実現するためのひらふ高原地域活性化事業 

ビジョンの実現に向けて下表に示す事業については、都市再生整備計画に位置づけ、

今後事業を平成26年度から具体的に実施、推進していく予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 青字：ソフト事業、黒字：ハード事業 

  

前期 後期 備考

町道ニセコ高原山田線改良事業

ひらふ高原中央公園広場再整備事業 　

第１駐車場再整備事業

案内サイン整備事業

沿道ストリートバナー整備事業

シンボルサイン整備事業

街路灯整備事業

観光中核施設運営計画作成

　→観光中核施設整備事業

サンスポーツランド再整備構想作成

２次交通ネットワーク計画検討調査

屋外広告ガイドライン策定検討調査

屋外広告ガイドライン普及啓発事業

事業効果分析調査

自然エネルギー利活用検討調査

　→小水力発電施設整備事業

フットパスネットワーク検討調査

　→吊り橋整備事業

　→散策路整備事業

サイクルネットワーク検討調査

　→サイクリングコース整備事業

道道ニセコ高原比羅夫高質化事業 ひらふ坂

道道蘭越ニセコ倶知安歩道整備事業 ひらふ～樺山

道道蘭越ニセコ倶知安歩道整備事業 山田～市街地

サンスポーツランド再整備事業

関
連
事
業

活
性
化
事
業

整備内容、サ
ンスポーツラ
ンドとの役割
分担検討

再整備の方向
性検討
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Ⅱ－４ ニセコひらふ地域におけるエリアマネジメント 

（１）ニセコひらふCID/BIDリゾート分担金制度導入検討の背景 

【従来型地域コミュニティの減衰】 

ニセコひらふ地域では、地域内の外資による投資や事業等の国際化が進展する中で、

従来型のペンション（オーナーが居住して営業）等の宿泊施設の減少に伴い、地域コ

ミュニティ（町内会）の加入者も減少し、町内のゴミステーションの管理や清掃活動

のほか、防犯安全灯の設備管理・電気代の負担等、従来の地域維持活動が難しくなっ

ている。 

現在、ニセコひらふ地域では、建物所有者の80%が非居住であり、居住する残りの

20%の中でも全体の15%の町内会員が、地域コミュニティ全体の費用負担やボランティ

ア活動を行っている状況にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【リゾート地としての魅力低下の危機】 

今後の10年を展望すると、わずか15％の町内会員だけで地域維持活動を持続してい

くことは困難な状況である。地域の環境を良好な状況で維持できないということは、

リゾート地としての魅力の低下につながる危機的な問題である。 

ニセコひらふ地域は倶知安観光の要であり、町としてもニセコひらふ地域における

魅力的で安全安心なリゾート地形成は重要な行政課題である。 

 

【ニセコひらふ地域を取り巻く課題】 

ニセコひらふ地域は、上記の地域維持活動の持続に加え、激変する環境の中におけ

る地域の将来像の共有化、将来像に基づく秩序ある開発、治安の維持、快適な生活空

間の保持、日本人の減少と外国人の増加による多様な民族・文化・習慣・考え方の違

いを乗り越えた情報の共有化といった地域の課題が顕在化している。 

また地域の幹線道路である道道ニセコ高原比羅夫線（通称ひらふ坂）の道路改良事

業により、歩車道にロードヒーティングが整備され、歩道の一部のロードヒーティン

グ維持管理費（電気代）を地元（町を含む）が負担する必要がある。 

 

非居住者

所有物件

80%

居住者（町内会

員外）

5%

居住者

（町内会員）

15%
15%

ひらふの不動産所有状況と町内会員数

(第１～３町内会）
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【観光地としての魅力を確保する新たなしくみづくり】 

このような課題の解決に向けて、居住・非居住に関わらず、外国人にも理解しやす

く、不動産所有者全員が費用を負担して、コミュニティや地域環境を守り、観光地と

しての魅力を確保する新たなしくみづくりが必要となっている。 

ニセコひらふ地域では、平成23年に一般社団法人ニセコプロモーションボード

（NPB）が中心となって構成する「ニセコひらふCID/BID検討委員会」を立ち上げ、

地方自治法における受益者分担金制度を参考とした「ニセコひらふリゾート分担金制

度」の導入によるエリアマネジメントの方策について官民一体となって検討を始めた。 

（※ CID：Community Improvement District BID：Business Improvement District） 

 

（２）ニセコひらふリゾート分担金制度の概要 

2014年1月時点におけるニセコひらふリゾート分担金制度の概要は以下の通りであ

る。なお現在も検討が進められており、今後内容は変更になる可能性がある。 

 

ニセコひらふリゾート分担金制度の概要 

 

■ビジョン 

「住みたくなるリゾート ニセコ高原ひらふ」－安心・安全、きれいで元気なひらふ 

■目的 

安全・安心できれいなひらふを守り、地域がひとつになってお客様を歓迎し、元気なひらふをつ

くります。 

居住者も非居住者も「ひらふコミュニティ」の一員としてすべての皆さんがかかわる、全く新し

い地域運営のしくみをつくります。 

■手段 

1）持続可能な地域・ビジネス 

2）透明・公平な負担と受益 

を実現する新しい制度・組織を創り、運営します。 

■ニセコひらふCID / BIDとは？ 

リゾートコミュニティの維持・改善と観光ビジネスを活性化するために、 

1.通常の行政サービスでは補えない公共的なサービスを提供するため 

2.必要な資金を不動産所有者全員から公平に集め、 

3.独自の組織を設立して提供し、 

4.住民にとって住み心地がよく、また訪れる観光客にとっても気持ちの良い地域を目指します。 

■CID / BIDの意味は？ 

両方を合わせて「ひらふリゾート分担金制度」と呼んでいますが、 

CID  すべての建物所有者から「コミュニティ分担金」を集めて、コミュニティの運営に使い

ます。 

BID  観光や商業用の建物や一部の土地の所有者から「ビジネス分担金を」集めて、観光や飲

食・物販・その他のサービス等を活発にする事業に使います（農業用倉庫等は除く）。 

■CID / BIDのエリア 

CID：第１、第２、第３町内会の全域及び第４町内会の一部 

BID：第1～第4・樺山町内会の全域 

近年、リゾートとしてひらふが国内外に人気を博した結果、今や第1～4・樺山町内会エリアの

建物のうち、74％（ほぼ3/4）は住んでいない人や会社の所有です。残り26%の建物を所有する住

民だけで地域コミュニティを維持することは非常に難しくなってきています。（所有者数でみる

と約80％が非居住者） 
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例えば、 

・防犯灯の電気代：役場の補助がありますが、原則町内会が支払っています。 

・ごみステーション：別荘利用者や旅行者等が収集日を守らず分別されていな違法ごみが出

されるため、ごみステーションを１箇所に集める試みをするが、分別指導やごみステーシ

ョン管理をすべて地域で対応することは困難にあります。 

・コミュニティネットワーク：隣の建物に誰がいるのかも分からないところもたくさんあり

ます。 

・花火や騒音、冬期間の工事などコミュニティの約束事が守られず、住み心地が悪い時期も

あります。 

こうしたことすべてを、これまでのように居住していない80％の不動産所有者の分も、わずか

20％にすぎない町内会や旧ひらふ支部の役員のボランティアだけで、今後ずっと解決することは

困難です。 

ニセコひらふ地域の不動産価値を高め観光ビジネスの活性化を図り、コミュニティの維持改善

をするため、不動産所有者全員から資金を分担金として集め、その資金を使って地域の運営をす

る仕組みが必要です。 

■CIDで何をするのか？ 

1.町内会で集めていた防犯灯の電気代と修理・新設代 

2.地域美化 

3.災害時におけるネットワークづくり 

○町内会は継続して活動をお願いします。 

○ひらふ坂ロードヒーティング電気代はCIDの分担金からは負担しません。 

■BIDで何をするのか？ 

ひらふに特化した魅力的な観光地づくりやインフラ維持管理を行い、地域の事業者の収入増加を

目指します。 

1.ストリートバナー 

2.ウェブやフェイスブックによる宿泊・アクティビティの情報発信・集客活動 

3.地域イベント（レストランフェア、ひらふ祭り、冬のひらふ祭り等）による販売促進（調整中） 

4.ひらふ坂歩道ロードヒーティング電気代（一部） 
（ロードヒーティング電気代総額（予想）は6百万円。うち地域負担分2.2百万円） 

●直接外部への費用がほぼ発生しない事業 

・ホスピタリティの強化活動 

・リゾートとしての快適な環境づくり 

・地域のルールづくりとネットワークの強化（条例制定を働きかける） 

例：夏期の土地・建物の管理、空地の草刈、ごみのポイ捨て禁止の徹底、花火や騒音の制限 

・宿泊や飲食・旅行・不動産業等の無許可営業の撲滅 

・行政にインフラ整備を要望 

・クレジットカードの団体加入（手数料が下がる） 

■分担金の金額 

●コミュニティ分担金 一単位7,000円／年 

①すべての建物を対象とし、原則一戸一単位（このほか空地も含む） 

②農業や個人の車庫・倉庫などの付属屋は対象外 

③家屋もしくはコンド等は一戸一単位 

④同一敷地内で、保健所から一体として営業許可を得ている複数の宿泊用建物はまとめて一単位 

(例：第二泉郷) 

⑤宿泊・店舗に併設する居住部分は同一所有者であれば対象としない。 

●ビジネス分担金 

実際に観光・商業等で収入を得ている不動産はすべて対象とする。 

①宿泊施設：【均等割】20,000円 

＋【ベッドルーム単価】3,300円×ベッドルーム数＋【ひらふ坂間口分】248円×m 

②飲食店等施設：【均等割】30,000円 

＋【お客用床面積】㎡単価180円×㎡数＋【ひらふ坂間口分】248円×m」 

 
※下線部は、ひらふ坂沿線地権者が負担する部分 
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③ひらふ坂沿線の間口分担金 

・宿泊施設 保健所届出施設(BID対象) 

・別荘 所有者の住民票が町内になく、別荘を貸して収入を得ていない場合(BID対象外) 

・無届宿泊業営業施設 早急な届出を支援(BID対象) 

・長期賃貸アパート 3か月以上の賃貸契約を当該アパートに住民票を置く借主と契約する場

合(BID対象外)。 

○更地 

・整地済みもしくは、以前、建物等があった場所 

・ひらふ居住者の土地は、管理を適切に行えば対象外 

・冬期に雪置き場として協力する場合は、対象外 

○移動販売車 

・BIDに連絡先を登録し、費用負担を求める 

・優良な業者は、ウェブで紹介 

・35,000円／移動販売車／年程度の負担を求める。 

■分担金の徴収 

倶知安町にCID/BID制度を提案し、条例が成立すると、法律や条例に基づいて不動産所有者全員

が、「義務」として支払うことになり、役場が徴収します。 

支払わないと、 

①税金と同様に滞納処分があります。 

②CID/BIDの投票権や理事に立候補する権利、CID/BIDのサービスを受ける権利を失います。 

分担金以外の会費は、BID組織が徴収します。 

■CID/BID組織の運営 

ボランティアに頼った運営では、コミュニティや地域の経済振興の継続は困難なため、集めた資

金を使い、CID/BID組織で働く専任事務局員を配置し、街の見回りやごみ拾い等をする人等も雇用

します。 

■会員の種類 

CID会員：不動産所有者全員 

BID会員：商業用不動産所有者会員とテナント会員 

賛助会員：BID参加を望むエリア外に所在する企業や事業者も所定の会費を納め、理事会の承認

を得て参加することができます。 

■組織構造 

・一般社団法人とします。 

【理由】 

①会員の入退会が自由なNPO法人は、不動産所有者全員を例外なく会員とすることが必須な

この制度には不適切 

②株式会社は株主の経済的利益を目的とする組織体制なので、CID/BIDのように公益を目的と

する組織にそぐわない。 

・総会 

年次・中期（3年）・長期（5年）事業計画と予算・決算は総会の決議事項とします。 

・理事会 

組織運営の主体として、運営方針や事業計画等を議論し、総会に諮ります。スキー場代表以外

は選挙で選出。 

・事務局 

CID/BID合わせてフルタイム2名程度。他の業務はパートタイムや外注。 

・会計 

①分担金は公金と同じなので、会計事務所に依頼し、また監査も受けます。 

②アクティビティ・ベースト・アカウンティング（ABC＝活動原価基準管理）を採用します。 

■投票 

●CID/BIDの設立投票 

CID/BIDの条例制定後、ニセコひらふCID/BIDを運営する法人を設立し、町に申請します。そ

の後、不動産所有者全員が所有「CID/BID単位数」に応じたそれぞれの投票権で投票します。 

設立投票は反対者だけが投票する「不信任投票」だけとし、40％を超えた場合は、CID/BIDは

設立されません。制度継続については5年ごとに、投票で可否を決めます。 
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●理事の選出 

①理事の被選挙権はエリア内居住者のみとします。 

②BID理事はBID会員の所有「CID/BID単位数」に応じた投票権で選挙します。被選挙権はBIDビ

ジネス分担金を支払っている不動産所有者。テナントも商業理事の選挙権・被選挙権を持ちま

す。 

③リゾート分担金や税金等の基準日における滞納があると選挙権を失います。 

●総会決議事項 

投票権は会員一名（一社）につき一票。 

定足数は定款に定める。 

●理事会決議事項 

理事一名につき一票。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ニセコひらふリゾート分担金制度概要 

 

 

（出典：http://www.hirafubid.com/?p=136&lang=ja、ニセコひらふCID/BID検討委員会資料） 

 

 

なお、制度の骨格をなす条例の構成は、【基本条例（全町域）＋徴収条例（認定さ

れた地域：例～ひらふ地域）】の二段構成とする方向で、条文検討が進められており、

今後国等との関係機関と協議調整を行っていく予定である。 

また、分担金の徴収については、制度が軌道に乗る当面は倶知安町が実施し、地域

のエリアマネジメントやコミュニティ活動を総括して実施する組織（以降「CID/BID

組織」とする）に活動費として交付することを検討している。制度が軌道に乗り

CID/BID法人の体制も確立された時点で、徴収業務については、CID/BID法人が実施

することも模索する。 

 

  

ひらふエリア 倶知安町

ひらふリゾート分担金

（町条例制度）

コミュニティ分担金

ビジネス分担金

ＣＩＤ／ＢＩＤ組織
（地域住民・事業者・

不動産所有者等）

税・料等 助成金

徴収

交付

ニセコひらふリゾート分担金制度（ニセコひらふＣＩＤ／ＢＩＤ）

ＣＩＤ

（全建物）

ＢＩＤ
（商業不動産）

徴収

交付金

活動

徴収

行政サービス
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（３）具体的エリアマネジメントイメージ 

ニセコひらふ地域におけるエリアマネジメントは、今後設立が予定されている

CID/BID法人及び(仮)ニセコリゾート交通（後述）により実施していくことを検討し

ている。 

CID/BID法人は、現在検討されている内容に加え、今後整備が予定されている観光

中核施設や再整備される第１駐車場、ひらふ中央公園、サンスポーツランドなどの公

的な施設の運営や維持管理を指定管理者として担う。 

また、交通ターミナル等、地域の2次交通に関する施設については、今後設立を検

討する「(仮)ニセコリゾート交通（後述）」を指定管理者とした維持管理、運営を予

定する。 

 

 

 

  

CID事業 

防犯灯の維持 電気代負担、維持修繕・更新等 

周辺美化 道路清掃、植栽管理等 

災害時におけるネット

ワーク構築等 
防犯・防災組織の構築、各種訓練実施等 

BID事業 

施設維持管理  

 ストリートバナー 維持管理、バナーの作成・設置、バナー広告等の募集（100基整備） 

 案内サイン 維持管理（指定管理者等）（町整備16基、ひらふ坂道整備6基） 

 ひらふ坂 ロードヒーティング電気代応分負担 

  
分電盤を活用した広告等の募集、コンセントポールを活用した街

路樹のイルミネーション、ライトアップ事業の展開 

 ひらふ中央公園 維持管理、活用 

 観光中核施設 維持管理、運営（指定管理者等） 

 
サンスポーツランド コンベンション施設：維持管理、運営（指定管理者等） 

第２駐車場公衆ﾄｲﾚ 維持管理（指定管理者等） 

広告マネジメント 屋外広告物ガイドライン策定 

景観推進活動 
事業者に対する屋外広告物ガイドラインの啓発・指導・マネジメ

ント、ガイドラインに沿わない広告物の架替助長活動等 

美化、防犯活動 美化清掃活動、防犯活動等地域コミュニケーションの活性化 

観光案内活動 観光中核施設の運営、情報誌の発行等 

集客活動 集客イベントの開催等 

２次交通ネットワーク関連事業 

第１駐車場 維持管理、運営（指定管理者等） 

サンスポーツランド 交通ターミナル施設：維持管理、運営（指定管理者等） 

２次交通ネットワーク 
市街地とひらふ地域間、ニセコスキー場や近隣温泉等を結ぶバス

交通の運行等 
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【参考】ニセコひらふリゾート分担金制度導入による行政負担の軽減効果 

現在BID事業として検討されている事業のうち、魅力あるリゾート地形成のための

道路空間等の高質化等で検討されている維持管理費用は次のように試算されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：ニセコひらふCID/BID検討委員会資料 

 

これらの事業は、倶知安観光の要であるニセコひらふ地域の魅力的なリゾート地形

成につながるものである。 

これらの事業が、ニセコひらふリゾート分担金制度導入により、行政の負担なく実

施できる効果は非常に大きい。 

 

また、CID/BID法人が町の公的な施設の運営や維持管理を指定管理者として担った

場合の費用は次のように試算される。 

公の施設 町が維持管理運営 CID/BID法人が指定管理 

案内サイン(22基) ５０千円 ４０千円 

RH分電盤 １００千円 ９０千円 

ひらふ中央公園 ６３５千円 ６００千円 

観光中核施設（見込み） ６，０００千円 ５，０００千円 

サンスポーツランド ５，５３９千円 ４，４８７千円 

第２駐車場公衆トイレ ３１０千円 ２９０千円 

第一・三・四駐車場 １０，９１０千円 ９，４００千円 

小計 ２３，５５４千円 １９，９０７千円 

 

広告収入 ０千円 ２００千円 

イベント収入 ０千円 ５００千円 

 

計 ２３，５５４千円 １９，２０７千円 

※職員人件費を除く 

 

このように町が直接維持管理、運営するより、CID/BID法人を指定管理者とした方

が、行政負担は軽減される。 

事業 金額 備考

ストリートバナー 551 千円 100基2年更新

沿道花壇の設置管理 2,000 千円 道道343号線沿い

ひらふ坂　街路樹イルミネーション 255 千円 LED光源による通年ライトアップ

ひらふ坂　ロードヒーティング 2,178 千円 歩道ロードヒーティング地域負担分

計 4,984 千円 
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（４）今後のスケジュール 

エリアマネジメントや各種施設の整備等の概ねのスケジュールは以下の通りであ

る。概ね前期における着手を予定しているが、サンスポーツランドの実際の再整備に

ついては、後期となる。 
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Ⅲ 国際リゾート地としての利便性を高める複合交流施設整備の検討 

Ⅲ－１ 複合交流施設に求められる機能 

全国の名だたる国際都市は、国際会議を行うことが出来る環境が整えられている。

倶知安町は海外の観光客が好むコンドミニアム施設が多く、冬季のスキー観光のみな

らず夏季においても冷涼で長期滞在型のリゾート地として注目を集め、国際会議や国

際スポーツ大会（自転車・マラソン）の開催要望が高い地域となっている。 

現在、倶知安町には、文化福祉センターの

大ホールをはじめとして、一定程度の会議・

研修施設が倶知安市街地に立地しているが、

ニセコひらふ地域にはなく、会議や研修等を

開催する場所が不足している状況にある。ま

た、国際スポーツ大会等の拠点となりえる施

設もないことから、コンベンションやスポー

ツ交流拠点、さらには外国人の観光客や滞在

者との多文化交流拠点を備えた複合交流施

設の整備が求められている。 

 

 

このような状況及び地域ワークショップの意見・結果も踏まえ、ニセコひらふ地域

の複合交流施設に求められる機能は、以下のように整理される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆観光交流機能

・観光案内所

・地域物産販売

・地域情報発信

◆観光利便機能

・郵便局

・ＡＴＭ

◆防災機能

・一時避難施設、防災拠

点

◆その他

・交通ターミナル

・民間交番・警察官立ち

寄り所

◆コンベンション機能

・大中小など分割可能な

会議室

・大会、会議、講演、展

示、屋内スポーツ等多

目的に利用可能なホー

ル（アリーナ）複合交流施設

ひらふ高原地域 倶知安市街地

宿泊

会議･研修
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表 倶知安町における主な会議施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 倶知安町における主な会議施設の立地状況 

 

  

施設 面積等 収容人数
大ホール 463.4㎡ シアター603人(固定席)
中ホール 205.5㎡ スクール150人
第１和室
第２和室
研修室 32.9㎡ 20名
リハーサル室 68.5㎡ 40名
楽屋 45.8㎡ 25名
調理実習室 82.3㎡ 30名
中会議室 65.8㎡ 35名
小会議室 62.8㎡ 40名

メインアリーナ
1640㎡
天高15m

-

サブアリーナ
534㎡

天高13m
-

柔剣道室
453㎡
天高7m

-

研修室
159㎡

天高2.3m
約80名

大会議室 187.2㎡ 定員約100名
会議室 47.5㎡ 定員約30名

和室
1F：21.3㎡
2F：19.2㎡

定員約10名×3室

ホール 145㎡ 定員約100名
会議室 26㎡ 定員約10名
和室 16.6㎡ 定員約10名×2室
研修室 35.36㎡ 定員約18名

プラザホール 約330㎡ 250名

メモリアルホール 約330㎡ 200名

対図
番号

施設 住所
施設規模等

1

倶知安町文
化福祉セン
ター(倶知
安町公民
館）

倶知安町南３条
東４丁目

65.8㎡

5
ホテル第一
会館

倶知安町南３条
西２丁目

50名

倶知安町総
合体育館

倶知安町南３条
西４丁目

後志労働福
祉センター

倶知安町南１条
東１丁目

2

3

4
倶知安町中
小企業セン
ター

倶知安町南２条
西１丁目

① ② ③ 
④ 

⑤ 
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Ⅲ－２ 複合交流施設整備の検討 

複合交流施設に求められる機能について、第３駐車場（町有地）及び既存施設のサ

ンスポーツランド（再整備）を活用した整備を検討する。 

第３駐車場町有地及びサンスポーツランド（再整備）それぞれの施設展開について

は、立地特性や敷地規模等から以下に示す機能分担を検討するとともに、官民連携に

より、飲食店、物販店などの収益物件もあわせて整備を図る。 

 

観光中核施設（第３駐車場） 

非常に利便性の高い立地であるが、敷地がそれほど大きくないことから、観光交流

機能や観光利便機能など、立地の利便性を重視し、かつ規模がそれほど多くない観光

中核施設の整備を図る。 

 

サンスポーツランド再整備 

敷地スケールを活かし、ある程度の規模を要するホールや交通ターミナル機能など

の整備を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

観光中核施設（第３駐車場） 

 

□観光案内所 

□地域物産販売・情報発信 

□郵便局・ＡＴＭ 

□会議室 

□民間交番・警察官立ち寄り所 等 

 

□飲食店・物販店等民間による収益物件 

サンスポーツランド再整備 

 

□屋内ホール（大会、会議、講演、展示、

屋内スポーツ等多目的に活用） 

□会議室 

□交通ターミナル 

□防災拠点施設 

 

□飲食店・物販店等民間による収益物件 
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                     サンスポーツランド現況 

 

  

第３駐車場 

サンスポーツランド 

  未整備森林 

テニスコート 
駐車場 

球場 多目的広場 

管理棟 

□観光案内所 

□地域物産販売・情報発信 

□郵便局・ＡＴＭ 

□会議室 

□民間交番 

警察官立ち寄り所  等 

□屋内ホール 

□会議室 

□交通ターミナル 

□防災拠点施設  等 

＋飲食・物販等 

民間収益施設 

＋飲食・物販等 

民間収益施設 



 － 30 － 

Ⅲ－３ 官民連携による事業スキームの検討 

（１）事業スキームの検討 

① 土地活用の基本的な方向 

【土地は町が保有したまま活用】 

複合交流施設として観光中核施設の整備を予定している第３駐車場、再整備を

予定しているサンスポーツランド、第１駐車場（Ⅳ章参照）の土地は、町の所有

地である。 

土地活用の方法としては、「売却」と「保有しながら活用」の２つがある。 

売却は、一時的に多額の収入を得られ、それを施設の整備費に充当するなど短

期的な財政効果が期待される。 

一方、土地を保有しながら活用する場合は、継続的に収入を得ることが可能で

あり、事業が終了しても土地が残る。 

今回整備を予定している施設は、いずれも地域に必要な公的な施設であり、こ

れらを将来にわたっても維持することを考えると、土地は基本的に町が所有した

まま活用することとして検討を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 官民連携で活用を検討する町有地  

第１駐車場 

サンスポーツランド 

第３駐車場 
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② 事業スキームの整理 

施設整備の事業スキーム（施設の設計・建設・維持管理・運営）としては従来

の町単独による公設方式（従来型）のほか、民間の資金やノウハウを導入するＰ

ＦＩ方式など、今回想定される手法としては、下記に示す選択肢がある。 

 

■公設方式 

■定期借地権 買取方式 

■定期借地権 リース方式 

■土地信託方式 

■ＰＦＩ方式（ＢＴＯ方式） 

■ＰＦＩ方式（ＢＯＴ方式） 

※定期借地権方式はＰＦＩ法に基づかない民間型事業手法 

 

これらの手法における町と民間事業者の役割分担については、下記のとおりで

ある。 

 

表 町と民間事業者の役割分担 

事業手法 
資金調達 
Finance 

設計･建設 
Design 

Build 

管理運営 
Operation 

施設の所有 

建設中 運営中 終了後 

公設方式 町 町 町 町 町 町 

定期 

借地権 

買取 民間 民間 民間 民間 町 町 

リース 民間 民間 民間 民間 民間 更地返還 

土地信託方式 民間 民間 民間 民間 民間 町 

ＰＦＩ 
ＢＴＯ 民間 民間 民間 民間 町 町 

ＢＯＴ 民間 民間 民間 民間 民間 町 
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表 各手法の比較検討１ 

事業手法 概要 

公設方式 

スキーム 
①町が単独で施設を整備。 

②施設は町が所有し、維持管理、運営（テナント募集等）を行う。 

事業期間 
・特に定めなし 

・期間終了後：町が解体 

事業着手まで ・１年程度 

財政効果 
・収入：賃料 

・建設資金の調達が必要 

備考 ・テナント等は公募となり、迅速な対応は望めない 

定期 

借地権 

買取 

スキーム 

①定期借地権を設定し、事業者と定期借地権契約を締結。 

②事業者が施設を整備。 

③施設のうち、公共部分は町が買い取り所有し、指定管理者制度によ

り民間が運営。その他の床は事業者が維持管理、運営（テナント募

集等）を行う。 

※施設整備事業者と指定管理者が異なるケースが想定される 

事業期間 

・契約による（一般定期借地権は50年以上、事業用定期借地権は10年

以上50年未満） 

・期間終了後：官民建物が一体の場合 

（民間部分を町が買い取る）or（町、民間とも更地返還） 

事業着手まで ・１年程度 

財政効果 
・収入：地代 

・買取資金の調達が必要 

備考 

・公共部分の買取により民間の資金調達を軽減 

・施設の要求水準等の検討 

・多様な事業者の参入が可能であるため、経営が安定し契約履行の確

実性が高い事業者の選定が必要 

リース 

スキーム 

①定期借地権を設定し、事業者と定期借地権契約を締結。 

②事業者が施設を整備。 

③施設は事業者が所有。公共部分は町が賃借し、指定管理者制度によ

り民間が運営。その他の床は事業者が維持管理、運営（テナント募

集等）を行う。 

※施設整備事業者と指定管理者が異なるケースが想定される 

事業期間 

・契約による（一般定期借地権は50年以上、事業用定期借地権は10年

以上50年未満） 

・期間終了後：原則更地返還 

事業着手まで ・１年程度 

財政効果 
・収入：地代 

・建設資金等不要、毎年の賃借料が発生 

備考 

・施設の要求水準等の検討 

・多様な事業者の参入が可能であるため、経営が安定し契約履行の確

実性が高い事業者の選定が必要 

・都市再生整備事業の補助金は活用できない 
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表 各手法の比較検討２ 

事業手法 概要 

土地信託方式 

スキーム 

①町が信託銀行に土地を信託。（信託契約締結時点で信託銀行に土地

の所有権が移転） 

②信託銀行が有効活用方策を企画立案し、施設を整備。 

③建物は信託銀行が所有。公共部分は町が賃借し、指定管理者制度に

より民間が運営。その他の床は信託銀行が維持管理、運営（テナン

ト募集等）を行う。 

事業期間 契約による（実例ではおおむね20～30年） 

事業着手まで ・１年程度 

財政効果 
・収入：配当 

・建設資金等不要、毎年の賃借料が発生 

備考 

・配当が得られる可能性と同時に収益の悪化に伴う事業リスクも町が

負う 

・受託者は信託銀行に限定され、経営基盤は安定 

・受託者が破たんしても信託財産は独立しているので保護される 

・都市再生整備事業の補助金は活用できない 

ＰＦＩ 

ＢＴＯ 

スキーム 

①ＰＦＩ法に基づき、設計・建設・維持管理・運営業務を一括して契

約。 

②事業者が施設を整備。 

③建物は町が所有し、ＰＦＩ事業者が維持管理、運営（テナント募集

等）を行う。 

事業期間 ・ＰＦＩ契約による 

事業着手まで ・３～４年 

財政効果 

・収入：地代 

・ＰＦＩ事業としての独立採算型は整備される施設内容から厳しいこ

とが想定され、毎年サービス購入費用が発生。 

備考 
・施設の性能、維持管理、運営等に関する責任分担を明確にすること

が必要 

ＢＯＴ 

スキーム 

①ＰＦＩ法に基づき、設計・建設・維持管理・運営業務を一括して契

約。 

②事業者が施設を整備。 

③建物はＰＦＩ事業者が所有し、ＰＦＩ事業者が維持管理、運営（テ

ナント募集等）を行う。 

事業期間 ・ＰＦＩ契約による 

事業着手まで ・３～４年 

財政効果 

・収入：地代 

・ＰＦＩ事業としての独立採算型は整備される施設内容から厳しいこ

とが想定され、毎年サービス購入費用が発生。 

備考 ・契約期間終了後の資産の譲渡方法等について定める必要がある。 
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③ 事業スキーム検討の視点 

【都市再生整備事業交付金の活用～リース方式・信託方式の除外】 

今回、町有地を活用して整備を予定している公共施設については、観光案内所、

情報発信施設、会議室、民間交番・警察官立ち寄り所、屋内ホール、交通ターミ

ナル、防災拠点施設など、収益性の高い施設ではない。維持管理、運営について

は、基本的に公共が負担しなければ成り立たないものと考えられ、ＰＦＩ事業で

いえば、サービス購入型の事業となる。 

整備にあたっては、都市再生整備事業の交付金を活用する予定であり、公共施

設部分の建設資金負担や毎年の賃借料等を考慮すると、補助金投入による初期投

資の負担軽減効果は大きいものがある。 

このため、都市再生整備事業の交付金活用が期待できないリース方式や信託方

式については、今回の検討対象から除外することとする。 

 

【町が施設を所有～ＰＦＩ事業であればＢＴＯ方式】 

参入する民間事業者の負担を軽減するため、公共施設部分の所有権については、

施設整備後に町へ移転させ、固定資産税等の負担が発生しないようにする。この

ためＰＦＩ事業を検討するさいには基本的にＢＴＯ方式とする。 

 

【定期借地権(買取)方式とＰＦＩ方式】 

定期借地権(買取)方式とＰＦＩ方式においては、基本的に民間が施設を整備し、

民間で維持管理、運営するというスキームは同様であり、事業者の選定、施設の

要求水準等についてもほぼ同様のレベルで検討することが求められると考えら

れる。 

施設の維持管理、運営については、ニセコひらふ地域におけるエリアマネジメ

ント組織として期待されるCID/BID法人（交通施設については(仮)ニセコリゾー

ト交通）が担うことが望まれる。 

一方で、ＰＦＩ事業を想定した場合、施設整備についてもCID/BID法人等が担

えるかという課題が発生する。コンソーシアム等の形成によりクリアできる可能

性もある。 

定期借地権(買取)方式とＰＦＩ（ＢＴＯ）方式のどちらかについては、今後施

設整備内容等を詳細に詰めていきながら、ふさわしい方式を選択していくことと

する。 
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（１）観光中核施設（第３駐車場） 

ニセコひらふ地域の中心をなす立地条件にあり、街のにぎわい形成に向けて公共施

設のみならず、飲食・物販等の施設整備が望まれる。 

このため、公共施設整備とあわせて、民間活力により飲食・物販等の収益物件の一

体的な整備を図る。 

 

・町有地は、定期借地契約により民間事業者へ賃貸 

・民間事業者は、公共施設とあわせて街のにぎわい形成に寄与する収益物件等を

整備 

・町は整備された公共施設部分を買い取る（建物は区分所有） 

・民間事業者は、建設資金を公共施設の売却と収益物件の運営により回収 

・CID/BID法人が、民間事業者の収益物件の運営とあわせて公共施設の指定管理

者として施設全体を維持・管理・運営することを検討 
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観光中核施設検討案 

１Ｆ 
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（２）サンスポーツランド再整備 

広い敷地を活用した屋内ホールや交通ターミナルの整備を想定するが、施設内容や

規模、民間活力による収益物件の導入については、今後の検討に委ねられる。 

今回は、公共施設としては、コンベンション施設（屋内ホール（大会、会議、講演、

展示、屋内スポーツ等多目的に活用）、会議室）、防災拠点施設、交通ターミナルを整

備することとし、一部に民間による収益物件の整備を想定した。 

屋内ホールについては、災害時には防災拠点施設として観光客の一時避難施設とし

ての活用を図る。災害時において電気等のライフラインが寸断されることも想定し、

自家発電装置等の整備や会議室は原子力災害時におけるコンクリート屋内退避施設

としての整備も検討する。 

 

・民間事業者は町の要求水準を満たすコンベンション施設、防災拠点施設、交通

ターミナルを整備 

・町は整備された施設を買い取る 

・コンベンション施設・防災拠点施設については、CID/BID法人による維持管理、

運営（指定管理者）を想定する。 

・交通ターミナルについては、(仮)ニセコリゾート交通による維持管理、運営（指

定管理者）を想定する。 

・敷地の一部に定期借地権を設定し、飲食店等、民間事業者による施設の導入も

検討する。 
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Ⅵ ２次交通の充実、駐車場・交通ターミナル整備に関する検討 

Ⅳ－１ 高速交通体系の整備と２次交通の充実 

（１）現状と課題 

中長期的な北海道新幹線の延伸（平成47年度開業予定）および北海道横断自動車道

の延伸、倶知安IC整備の整備など、今後の倶知安町における高速交通体系が大きく変

化していく。 

このため、倶知安駅を中心とする倶知安市街地とひらふ高原地域の２次交通ネット

ワークの充実、強化が求められる。さらには、ニセコ町や蘭越町など近隣市町村も含

めた広域的な「ニセコリゾート」における２次交通体系の検討が必要となってくる。 

２次交通は来訪客のリゾート活動を支える基盤をなすものである。さらに滞在期間

が長いほど地域内での移動機会は増加することから、リピーターの確保、滞在型リゾ

ート地としての充実という観点から、域内の２次交通の充実が求められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 広域的な高速交通体系の変化  
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地域の域内交通は、路線バス（ニセコバス・道南バス）のほか、夜間に倶知安市街

地へ行くための「くっちゃんナイト号」、冬季にはグランヒラフ・東山・アンヌプリ

の３つのスキー場間を連絡する「ニセコユナイテッドシャトル」、スキー場周辺の宿

泊施設と温泉を結ぶ「湯巡りバス」が運行されている。運行状況を簡単に整理すると

以下に示す図のようになる。 

運行そのものは充実しているが、それぞれのバスを運行する主体や目的の違いから、

これらの各種バスの連携は十分とはいえず、料金体系も異なる。 

地域に詳しくない利用者が多い観光交通としてみると、特に外国人観光客にとって

は、バスの本数は多いものの、何をどう利用したらいいのかが分かりづらい運行形態

となっている。 

次に生活交通の観点からみると、通院や買物時間帯の運行は確保されているが、例

えば倶知安市街地からひらふ地域への通勤交通手段となるような時間帯の運行は無

い。 

また冬季と夏季で需要に大きな差があることから、夏季の交通は冬季に比べると運

行本数が少なくなり、安定的な生活交通とはなっていない。 

このため、観光交通及び生活交通として、地域や利用者（地域住民・来訪者）、運

行主体にとっても、すべてにプラスになる運行方策について、官民一体となって取り

組んでいくことが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 冬季のバス運行状況 
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図 夏期のバス運行状況 
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（２）官民連携による２次交通ネットワーク構築の検討 

現状と課題を踏まえ、将来的な２次交通ネットワーク構築に向けた基本方針を「利

用者視点からの分かりやすさの徹底」とし、民間に運行を任せるのではなく、官が仲

介役となって、運行形態や料金体系の一本化、夏季と冬季のギャップの低減等を目指

す。また、運行費用については、利用者からの運賃収入のほか、２次交通は長期滞在

型リゾートの基盤となるものであることから、広く地域から賄える仕組みの構築を目

指す。 

 

【運行事業者】 

ニセコバス、道南バスといった地域に路線免許を有する交通事業者、観光事業

者やスキー場運営会社、倶知安町、倶知安商工会議所、倶知安観光協会等が出資

する新会社「(仮)ニセコリゾート交通」を設立し、倶知安市街地とひらふ等リゾ

ート地域とをネットワークする路線の運行を行う。 
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【運行形態イメージ】 

冬季：大きく下図に示す３系統とひらふエリア内をきめ細かくネットワークする

エリア内循環バスによる運行形態とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

夏季：生活交通としての市街地リゾート系統、ひらふエリア内循環バスによる運

行形態を維持する。その他のエリアについては、需要が大きく減少するこ

とから、ひらふエリアもしくは倶知安駅を発着とする着地型観光商品とし

ての交通ネットワーク展開を図る。今後夏季においても長期滞在客が増加

していった場合には、夏休み期間中を冬季並みの運行形態にするなども検

討される。 
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Ⅳ－２ 駐車場・交通ターミナルの整備 

ひらふ高原地域における公共駐車場は、スキー場に隣接した第１駐車場がある。 

冬季においては、駐車場としてだけではなく、路線バスやくっちゃんナイト号、ス

キー場間連絡バスが乗り入れているほか、新千歳空港とニセコを結ぶツアーバスなど

も乗り入れている。さらにはツアーバスで到着した客を宿まで送迎するための車両が

駐車するなど、待機車両も含めて、第１駐車場の混雑が著しい状況にある。 

これに加えて、冬季は一時堆雪スペースが必要なことから、十分な駐車スペースを

確保できないことが多く、駐車場機能が低下している状況にある。 

また下図にひらふ高原地域の変遷を示した。近年宿泊施設が大きく増加し、地域内

の空地は減少傾向にある。2009年以降は、外資によって購入された土地に新たな建物

の建設が続いており、近い将来地域内の駐車場が減少していくことが予測される。 
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第１駐車場の混雑緩和及び駐車場機能の確保を図るため、将来的なサンスポーツラ

ンドの再整備を見据え、以下のような機能・役割分担を基本方針とする。 
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図 サンスポーツランド及び第１駐車場の位置 

 

  

第１駐車場 

サンスポーツランド 

ひらふ中央公園 
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以上を踏まえ、第１駐車場については、立体駐車場として再整備し、冬季における

駐車台数の確保及び利便性の向上を図る。第１駐車場に隣接してひらふ中央公園がる

ことから、羊蹄山の眺望や景観などにも配慮し、一体的な整備展開を図る。 

また立体化により、現状で毎年800万円ほど発生している除排雪費用の低減効果が

期待される。 

 

 

・民間事業者は町の要求水準を満たす立体駐車場施設、交通ターミナルを整備 

・町は整備された施設を買い取る 

・交通ターミナルについては、サンスポーツランドにおける交通ターミナルの運

営と連携をとる必要があり、(仮)ニセコリゾート交通による維持管理、運営（指

定管理者）を想定する。 

・日帰り客用として公共駐車場を位置づけ、一部は周辺宿泊施設の宿泊客用とし

て有料で運営し、駐車場の維持管理費用等に充当する。 
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Ⅴ 観光客等を対象とした災害情報提供手段・一時避難施設整備に関する検討 

Ⅴ－１ 官民連携による災害情報提供手段の検討 

（１）想定する災害 

倶知安町において想定する災害は、大雨等による風水害や土砂災害のほか、地震災

害と泊発電所による原子力災害を想定する。 

ここでは、水害や土砂災害、地震災害などを含めた一般災害と原子力災害に分けて

検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）災害情報提供手段の現状と課題 

現状の災害情報提供手段としては、一般災害や原子力災害については、防災行政無

線や広報車、緊急速報メール、テレビ・ラジオ（原子力災害のみ）が災害情報を提供

するメディアとして整備されている。平成25年度にはデジタル防災行政無線(同報系)

システムとして、屋外拡声子局（スピーカー）がひらふ高原地域をはじめとする町内

23箇所に設置されるとともに、宿泊施設や飲食店などの事業所や一般世帯、避難施設

には戸別受信機が設置された。 

また、雪崩については、ニセコ雪崩調査所※により「ニセコなだれ情報」という公

式情報が発信されており、リフト乗り場や各ゲートへの掲示、またインターネット上

に公開され、携帯電話やスマートフォンで情報確認が可能となっている。また、これ

らの情報は、日本語と英語の２言語で発信されており、外国人への情報伝達が可能と

なっている。 

このように、災害情報を取得する手段が整えられつつあるが、災害時においては、

事業者や観光客が自身の判断のもと、的確かつ迅速な避難行動をとることが重要であ

るため、一人ひとりが確かな災害情報をいち早く取得することができるよう、様々な

情報手段の構築が求められる。 

さらに、倶知安町の特性として外国人の観光客が多いことから、多言語対応した情

報発信を行うことが求められる。世界から信頼され、安心・安全な国際リゾート地の

形成のためには外国語での災害放送の提供は重要となる。 

 

※ニセコ雪崩調査所は、2000年にスキー場や観光事業者、行政など複数の関係者が協力した『ニセコア

ンヌプリ地区なだれ事故防止対策協議会』の設立に伴い、ニセコ雪崩情報を作成する機関として設立

した。主にニセコ雪崩情報の作成と配信、積雪調査、山頂ゲートの監視活動、雪崩事故防止啓発ポス

ターの作成、ニセコ地区での雪崩事故防止の啓蒙活動などを行っている。 

・風水害 

・土砂災害 

・地震災害 

・原子力災害 

・その他の災害（雪崩など） 

一般災害 

原子力災害 

その他の災害（雪崩） 
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表 現状の災害情報提供手段 

一般災害 原子力災害 その他の災害 

・防災行政無線（同報系） 

（スピーカー、戸別受信機） 

・広報可能車両（現有４台） 

・緊急速報メール 

・防災行政無線（同報系） 

（スピーカー、戸別受信機） 

・広報可能車両（現有４台） 

・緊急速報メール 

・テレビ、ラジオ（道対応） 

・スキー場およびインターネ

ットで雪崩情報を掲示（日

本語、英語） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ニセコなだれ情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 デジタル防災行政無線（同報系） 施設設置配置図 

↑戸別受信機 

屋外拡声子局設備→ 
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（３）災害情報提供手段の検討 

地域住民を始め、外国人を含む多くの観光客に災害情報を伝達するためには、住民

や観光客の居場所に関わらず、様々なメディアを通じて、迅速かつ正確な情報を取得

することが必要となる。 

そのため現在広く普及しているスマートフォンやタブレット型端末、ＳＮＳなどを

活用し、いつでも・どこでも正確な情報を取得できる手段を確保する。 

例えば、スマートフォンやタブレットに対応したアプリを活用し、観光業界関係者

や観光客向けに災害情報を提供するほか、各メディアに情報を入力・発信する作業の

負荷を軽減し、情報提供の効率性や速報性を高めるために、各メディアを連携させた

情報システムを構築する。 

具体的には、防災無線や携帯メール、スマートフォンの連携を進めるとともに、公

共情報コモンズの導入可能性の検討も行い、多様な情報メディアを活用しながら、効

率的な情報提供が可能となる仕組みの構築を目指す。 

また、外国人観光客や滞在者への円滑な情報提供を実現するために、日本語の情報

を多言語に自動翻訳し、配信されるシステムの導入についても検討する。 

 

 

表 求められる災害情報提供手段 

情報提供手段 

・SNS（Twitter、Facebook）の活用 

・屋外無線LANの構築 

・タブレットの整備 

・防災無線とスマートフォンとの連携 

・防災無線と公共コモンズとの連携 

・外国語災害放送 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 今後求められる災害情報提供システム 

  

 多様なメディアを活用した情報提供 
 各メディアが連携した、効率性・正確性の高い情報提供 
 多言語対応した情報提供 

テ レ ビ 

ラ ジ オ 

インターネット SNS(Twitter､ 
Facebook） 

 
スマートフォン 
タブレット 

防災無線 
連携 連携 

携帯メール 

・気象庁 ・倶知安町 ・ニセコ雪崩調査所  など 

情報発信者 

公共コモンズ
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図 メール配信サービスのシステムイメージ 

（参考：沖縄観光危機管理情報サイト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 スマートフォン対応アプリの画面イメージ 

（参考：沖縄観光危機管理情報サイト） 

 

また、避難所となる公共施設のほか、医療施設や宿泊施設、広域避難場所、避難方

向など、災害時に有効な情報を掲載した防災マップを作成する。 

作成した防災マップは、外国語対応であることのほか、ホームページ上で公開し、

誰もがダウンロード可能で持ち歩きできるようにしておく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 防災マップのイメージ（参考：沖縄観光危機管理情報サイト） 
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Ⅴ－２ 官民連携による一時避難施設確保の検討 

（１）現状と課題 

現状では、「サンスポーツランドくっちゃん」で50名、西小学校樺山分校で350名、

地域全体で400名の収容人数を確保している。しかし、観光入込のピーク時は、観光

客の方が地域住民よりも圧倒的に多くなることから、現時点で指定されている一時避

難施設だけでは収容しきれないおそれがあるという課題を抱えている。 

 

（２）官民が連携した一時避難施設の確保 

このような現状から、ひらふ高原地域のホテルや旅館等の民間宿泊施設と連携を図

り、倶知安町と施設間で災害協定を締結し、災害時には民間宿泊施設を一時避難施設

として確保できるようにすることで、観光客の安全を確保する。 

各宿泊施設においては、防災備蓄品の備えをはじめ、災害情報をより迅速に把握で

きるよう、タブレット型端末の整備や公共情報コモンズを活用し各メディアの連携な

ど、さらなる情報提供手段の充実を図る。 

サンスポーツランドの再整備にあたっては、災害時において電気等のライフライン

が寸断されることも想定し、自家発電装置等を備えるとともに、原子力災害時におけ

るコンクリート屋内退避施設としての機能も担うよう整備する。 

そのほか、スーパーやコンビニなどの商業施設と災害協定を結ぶことにより、災害

時には食料品や飲料水、生活雑貨品などを提供できる体制を確立する。 

 

表 一時避難施設およびコンクリート屋内退避の検討 

災害 

種別 
一般災害 原子力災害 

避難

施設 
一時避難施設 一時避難施設 コンクリート屋内退避 

現状 

・サンスポーツランドくっちゃん 

（一時避難者収容数50名） 

・西小学校樺山分校 

（一時避難者収容数350名） 

・サンスポーツランドくっちゃん 

（一時避難者収容数50名） 

・西小学校樺山分校 

（一時避難者収容数350名） 

・サンスポーツランドくっちゃん 

（一時避難者収容数50名） 

検討 

・避難所収容人数の拡充 ・コンクリート屋内退避施設の確保 ・ホテル・旅館等の民間宿泊施設と

の連携について検討 

・コンクリート屋内退避施設の建設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 官民連携による一時避難施設の確保 

宿泊施設 等 ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ 等 

・災害時には、 

食料品、飲料水、
生活雑貨品などの
提供 

一時避難施設 

コンクリート屋内退避所 

 
・災害時の観光客収容 

・自家発電装置の設置 
・防災備蓄品の備え 
・情報取得手段の確保 

（防災無線戸別受信
機、テレビなど） 

西小学校樺山分校 

サンスポーツランド 
 

行 政 

災 害 協 定 

公共施設 

民間施設 民間施設 
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（３）災害時等における宿泊施設の使用に関する協定 

倶知安町とひらふ高原地域のホテルやコンドミニアム等の民間宿泊施設との間で、

下記の災害協定のひな形を参考に、今後協力していただける施設と協定の締結を進め

る。 

 

（災害時協定ひな型） 

 

   災害時等における宿泊施設の使用に関する協定（案）      

 

 倶知安町（以下「甲」という。）と○○○○（以下「乙」という。）との間において、

次のとおり協定を締結する。 

 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、倶知安町内に地震・風水害の一般災害及び原子力災害等が発生し

た場合、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時等」という。）に、乙が管理

する施設（以下「施設」という。）を利用して、災害時等における一時的な避難場所

として使用することについて必要な事項を定めるものとする。 

 （施設使用の要請等） 

第２条 甲は、災害時等の発生時において、町が指定している避難場所では対応が困難

な者のために、次条に掲げる施設を一時的な避難場所として使用することを乙に要請

することができる。 

２ 乙は､前項の要請を可能な限り受託するものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、乙は、災害時等において緊急に対応することが必要であ

ると認められるときは、自主的な判断に基づき、次条で規定する施設を開放し、甲に

協力するものとする。 

 （対象施設） 

第３条 本協定の対象施設は、次のとおりとする。 

 

施設の名称 所 在 地 

○○○○ 北海道虻田郡倶知安町○○○○ 

○○○○ 北海道虻田郡倶知安町○○○○ 

 

 （協力手続き） 

第４条 甲は、災害時等に、前条で規定する施設を一時的な避難場所として使用する必

要があるときは、乙に対し口頭、電話等をもって要請し、事後に文書を提出するもの

とする。 
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 （報告）  

第５条 乙は、第２条の規定に基づき協力を行った場合は、速やかに次の事項を明らか

にした文書を提出するものとする。ただし、文書をもって報告するいとまがないとき

は、口頭で報告し、その後、速やかに文書を提出するものとする。  

(1)  宿泊施設名  

(2)  受入した人数  

(3)  受入期間  

(4)  その他必要な事項  

（使用の期間)  

第６条 乙の施設を一時的な避難所として使用する期間は、原則として、２泊３日とする。ただし、

甲の要請により乙が受諾した場合は、これを延長できるものとする。 

（費用負担）  

第７条 施設を一時的な避難所として使用した際に要する費用は、甲が負担するものと

する。  

２ 費用の算出方法については、災害救助法(昭和22年法律第118号)を準用した費用と

する。ただしこれによりがたい場合は、甲乙協議して定める。 

（連絡体制） 

第８条 乙は、災害時等において甲の要請に即応するため、連絡体制の確立を図るもの

とする。 

（情報交換等）  

第９条 甲及び乙は、この協定に定める事項の円滑な実施を図るため、相互に情報の交

換を行う 

とともに、必要な連絡及び調整を行うものとする。  

（備蓄及び訓練等） 

第10条 乙は、自らの負担と責任において、その管理する施設及び設備の地震に対する

安全性の確保、食料、飲料水、トイレパック等の備蓄、消火、救出救助等のための資

材及び機材の整備その他の震災対策の推進に努めなければならない。 

２ 乙は、前項に定めるものに加え、甲が実施する備蓄物資の整備、訓練等に対し、積

極的に協力するよう努めなければならない。 

３ 乙は、その能力を活用して積極的に自主防災組織等と連携を図るよう努めなければ

ならない。 

４ 乙は、施設の職員等が災害時等の対応に関する知識又は技術を習得できるように、

防災訓練等に参加する機会を提供するよう努めなければならない。 

（協定の効力及び更新） 

第11条 本協定は、締結の日の属する年度の３月31日をもって終了するものとする。た

だし、終了前30日までに、甲又は乙が、それぞれ相手方に文書をもって、協定を延長

しない旨の通知を行わない場合には、この協定は１年間更新されたものとみなす。ま

た、更新された協定をさらに更新する場合も同様とする。  
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（その他）  

第12条 本協定に定めのない事項及び本協定の運用に関して疑義が生じた事項は、その

都度、甲乙協議のうえ定めるものとする。  

 

本協定を証するため、協定書２通を作成し、甲乙双方が署名押印のうえ、各自１通

を保有するものとする。 

 

平成  年  月  日（締結日） 

 

 

          甲  北海道虻田郡倶知安町北１条東３丁目3番地 

             倶知安町長  ○ ○  ○ ○ 

 

          乙  北海道虻田郡倶知安町○○○○○○ 

             （事業者名） 

             （代表者名） 
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Ⅵ．観光投資の経済波及効果検証基礎調査 

Ⅵ－１ 既往調査の概要 

過去10年にわたって、倶知安町周辺において実施されてきた経済波及効果調査を整

理すると下表のようになり、平成17年度から平成19年度にかけて投資・消費両面から

調査が実施されているが、ここ５年は新たな調査が実施されていない状況にある。 

なお、調査手法や調査内容の詳細については、次頁の表に整理している。 

 

 

■ニセコエリアに関連する経済波及効果調査 

調査名 実施年度 実施機関 備考 
①観光産業の分析に係る
報告書－後志支庁の観
光と消費 

平成14年度 北海道総合企画部
経済調査課 

 

②冬期観光の経済効果分
析調査 

平成17年度 国土交通省北海道
開発局開発監理部 

ニセコ地域がケーススタ
ディ対象として取り上げ
られている 

③ニセコ地域における外
国人の観光と投資状況
に関する報告書 

平成17年度 日本貿易振興機構
北海道貿易情報セ
ンター 

 

④観光産業の経済効果に
関する調査 

平成18年度 経済産業省北海道
経済産業局 
 

主にニセコ・羊蹄地域を対
象とした分析 

⑤観光投資に関する調
査・研究報告書 

平成18年度 国土交通省総合政
策局観光経済課 

ニセコひらふ地域がケー
ススタディ対象として取
り上げられている 

⑥ニセコ地域における活
性化推進方策検討業務 

平成19年度 国土交通省北海道
開発局小樽開発建
設部 

 
 
 

 

 



 － 59 － 

 

 ■既往調査の詳細 

調査名・実施年度 実施機関 調査対象エリア 調査対象効果 

観光産業の分析
に係る報告書－
後志支庁の観光
と消費 
 
平成14年度 

北海道総合
企画部経済
調査課 

・後志総合振興局管内全域 
・域内を4地域（南後志、羊蹄
山麓、岩宇、北後志）に分割
し、地域毎の消費額を算出
（誘発額は後志全体） 

 
 

・観光消費額（4地域毎） 
・生産誘発額（後志管内） 
・雇用誘発数（後志管内） 

冬季観光の経済
効果分析調査 
 
平成17年度 

国土交通省
北海道開発
局開発監理
部 

・道内3地域（ニセコ、オホー
ツク、富良野）を調査対象と
して取り上げている 

・ニセコエリアは、エリア内4
地点（倶知安町内2箇所、ニ
セコ町内2箇所）でアンケー
ト調査を実施 

・観光消費額 
・生産誘発額（後志管内） 
・雇用誘発数（後志管内） 

ニセコ地域にお
ける外国人の観
光と投資状況に
関する報告書 
 
平成17年度 

日本貿易振
興機構北海
道貿易情報
センター 

・消費額・投資額は、倶知安、
ニセコ、蘭越、岩内、共和の
５町 

・誘発額は国内全域を対象 
 
 
 
 

・観光消費額 
・投資額 
・生産誘発額（国内全域） 
・雇用誘発数（国内全域） 

観光産業の経済
効果に関する調
査 
 
平成18年度 

経済産業省
北海道経済
産業局 
 

・ニセコ・羊蹄地域（倶知安町、
ニセコ町、蘭越町、京極町、
規模別町、真狩村） 

 
 
 
 
 

・観光消費額（域内） 
・生産誘発額（域内） 

観光投資に関す
る調査・研究報告
書 
 
平成18年度 

国土交通省
総合政策局
観光経済課 

・国内3地域（ニセコ、沖縄、
長崎）を観光投資事例分析対
象として抽出 

・ニセコは、倶知安町ひらふ地
域のみが対象 

・観光投資等による経済効果を定性
的に整理 

 
 
 
 

ニセコ地域にお
ける活性化推進
方策検討業務 
 
平成19年度 

国土交通省
北海道開発
局小樽開発
建設部 

・倶知安町、ニセコ町、蘭越町
の３町 

 
 
 
 
 
 
 
 

・100世帯が移住した場合の消費支
出増効果（生産誘発額・付加価値
額、域内、以下同） 

・ブランド化による農産品及び農産
加工品の単価増の効果 

・観光入込客5％増による効果 
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調査手法 備考 

○観光消費額～北海道観光経済効果調査（H12年
版・第3回）のデータを利用 

○生産誘発効果・雇用誘発数～H7年後志支庁産業連
関表を利用（32部門） 

 
 
 

・消費額は４地域だが、産業連関表は管内全域のも
のを使っているため、誘発効果は管内全域のもの
となる。 

・後志管内の観光入込が3,000万人となった場合の
生産誘発額等についても算出している。 

 

○観光消費額～エリア内4地点（倶知安町内2箇所、
ニセコ町内2箇所）でアンケート調査（129サンプ
ル・冬期のみ） 

○生産誘発効果・雇用誘発数～H10年後志支庁産業
連関法を利用（25部門） 

 
 

・アンケート調査において観光消費額は、旅行前・
旅行中・旅行後の３段階に分けて調査している。 

・道内日帰、道内宿泊、道外宿泊など旅行形態別等
の結果についても算出している。 

○観光消費額～観光客1人当たり25万円を消費する
と仮定して算出（4年間、年度別の観光客数は別
途仮定して算出） 

○観光投資額～1戸あたり2,500万円を投資すると
仮定して算出（4年間、年度別の投資戸数は別途
仮定して算出） 

○生産誘発効果・雇用誘発数～H12年全国表を利用
（99部門表） 

・消費及び投資は全てオーストラリア人観光客によ
るものという前提。 

・年度別の観光客数は年毎に2倍になる想定（4年で
8倍）。 

・投資額も初年度12戸が4年後50戸に段階的に増加
する前提。 

○観光消費額～北海道観光経済効果調査（H17年
版・第4回）をベースに一部観光サービスの利用
単価を「ニセコ・羊蹄地域振興計画策定調査」の
結果を用いて補正して算出。 

○生産誘発効果・雇用誘発数～調査対象エリア内の
事業者へのアンケート（208サンプル）及びヒア
リング調査（15サンプル）を基に域内調達率を算
出し、乗数理論によって算出 

・事業者へのアンケートは、配布数が1,226サンプ
ルであり、回収率は17.9％であった。 

・事業者は、「宿泊業」「卸・小売業」「飲食業」「製
造・建設・サービス業」の4分野に分類。 

・乗数理論は産業連関表を用いることなく生産誘発
効果を計測できるメリットがあるが、産業部門別
の詳細な分析ができないことや汎用性がないな
どのデメリットがある。 

○調査手法が明記されておらず、調査結果のみが掲
載されている。 

 
 
 
 

・結論として投資と消費双方の効果を定性的にまと
めている。投資の効果としては一般的な傾向とし
ては、デザイン、設計、建設工事、家具等の調達
がどのエリアから行われているかを整理したも
の。消費の効果についても、滞在客の一般的な傾
向を整理したもの。 

○移住による消費増加額～H15総務省家計調査 
○農産品及び農産加工品の単価増～現在生産され
ている農産物の3割が単価5％アップ、農産加工品
（その他食料品分野）の販売量が10％アップと仮
定 

○観光消費額～北海道観光経済効果調査（H17年
版・第4回）のデータを利用 

○生産誘発効果・付加価値額～H7年後志支庁産業連
関表をベースとして新たに当該エリアの地域産
業連関表（17部門）を作成して算出 

・当該エリア内独自の産業連関表作成にあたって
は、域内の事業者31箇所にヒアリングを実施して
域内調達率を算出している（アンケート調査は実
施していない）。また、アンケート対象業種も「農
業」「土産品販売」「飲食業」「宿泊業」「食品加工
業」など直接消費の多そうな事業分野のみとなっ
ている。 

・移輸出率は、17部門中15部門で後志支庁全域のデ
ータをそのまま使用している（飲食と宿泊のみヒ
アリング結果を適用）。 
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Ⅵ－２ 既往調査を踏まえた課題 

倶知安町においては、観光消費のみならず観光投資においても大きな経済波及効果

が見込まれる。今後、政策検討にあたって、観光産業振興が地域経済に与える効果を

的確に整理していくためには、以下のような課題がある。 

 

（１）現在の地域の経済構造を踏まえた調査実施の必要性 

ニセコエリアにおける観光消費又は投資に関する調査は、平成17年から平成19年頃

にかけて様々な機関で実施されてきたが、平成20年以降については調査が実施されて

いない。この間、北海道内の産業連関表（最新は平成21年延長表）が新たに公表（平

成25年）されているほか、地域間産業連関表についても平成17年版が公表（平成22年）

されている。また、観光消費額の調査においても北海道観光産業経済効果調査委員会

によって平成23年に「第５回北海道観光産業経済効果調査」の結果が公表されている。 

こうした現状をふまえ、観光消費や観光関連投資の実態や効果についてより現状に

近い姿を把握するためには、地域の新たな経済構造を反映した最新の関連調査結果を

踏まえた新たな調査の実施が課題となる。 

 

（２）観光投資の効果を捕捉できる調査実施の必要性 

過去の調査においては、観光消費については平成18年度の経済産業局による「観光

産業の経済効果に関する調査」のように、地元の関連事業者への広範なアンケート調

査などを実施している例があるが、観光投資について定量的にその効果を算出してい

るのは平成17年度の日本貿易振興機構北海道貿易情報センターによる「ニセコ地域に

おける外国人の観光と投資状況に関する報告書」のみである。しかもこの調査におい

ては、投資額の算出が大胆な仮定に拠っているだけでなく、誘発効果の算出も全国規

模のものしか算出しておらず、観光投資が地域経済へ与える効果を把握するツールと

しては使えないのが現状である。 

このため、地域への観光関連投資及びその波及効果を把握するためには、建設業や

その関連産業（運輸業や不動産業など）を含めた広い範囲にわたっての地域の経済構

造を捕捉できるような調査の実施が課題となる。 

 

（３）ニセコエリアの地域内への効果が把握できる調査実施の必要性 

過去の調査においては、観光入込数については対象となる地域の数値を採用してい

るものの、波及効果を算定するための産業連関表等については、後志管内全域など広

範囲なエリアに及ぶものも多かった。また、平成19年度に国土交通省北海道開発局小

樽開発建設部が実施した「ニセコ地域における活性化推進方策検討業務」ではニセコ

エリア３町のみの産業連関表を作成しているが、アンケートではなくヒアリング調査

のみに拠っていることや、ヒアリング対象も一部の業種のみとしているなど投資効果

の算出には使いづらい面も多い。 
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このため、観光消費と観光関連投資の双方の分析に耐えられ、かつニセコエリアの

地域内への効果が的確に把握できるような調査の実施が課題となる。 

 

 
 

既往調査を踏まえた課題と方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【課   題】 

課題１／地域の経済構造の変化等へ

の対応 

 

○地域の経済構造や観光消費の構造

など新たな調査結果が公表されて

いるものの、平成20年以降ニセコエ

リア関連での観光関連経済波及効

果に関する調査が実施されていな

い。 

 

【方 向 性】 

 
 

地域の経済構造や 

観光消費構造の変化を踏まえた

新たな調査の実施 
 

課題２／投資効果の定量的な把握 

 

○観光関連投資の波及効果が地域に

与える影響を定量的に算出したデ

ータがない。 

 

 
 

観光関連投資の効果を 

定量的に把握できる 

新たな調査の実施 
 

 

課題３／地域内への効果の把握 

 

○観光消費や観光関連投資の効果が

ニセコエリア内に与える効果を一

定程度的確に反映できる調査が必

要。 

 

 

 
 

ニセコエリア内の経済構造 

を的確に反映した 

新たな調査の実施 
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Ⅵ－３ 今後の経済波及効果検証に向けた調査内容の検討とその活用 

ニセコエリア内における観光消費並びに観光関連投資の経済波及効果について、地

域における現状の経済構造を踏まえた分析を行うためには、平成26年度以降、以下の

ような調査を実施することを検討していく。 

 

（１）調査の概要（案） 

①ニセコ・ひらふ地域を対象とした産業連関表の作成 

②作成した産業連関表に基づく産業連関分析の実施 

 

（２）調査の目的 

ニセコ・ひらふ地域において国内・海外からの観光投資を今後どのように誘導して

いくかの戦略を検討するため、現状での国内・海外投資の経済波及効果を検証するこ

とが必要である。そのため、経済波及効果の把握・検証を行うツールとしてニセコ・

ひらふ地域を対象エリアとする地域産業連関表を作成し、それに基づいた産業連関分

析を行うことによって、投資や消費による経済波及効果を定量的に把握する。 

 

（３）調査の具体的内容 

① 計画準備 

ニセコ・ひらふ地域産業連関表（仮称）の作成方針及び経済波及効果の分析項

目を検討する。 

○検討項目（案） 

①産業連関表の作成方法の検討 

・基本として、ベースとなる地域産業連関表から既存統計調査結果等により

対象エリアの取引額を推計して作成する「ノンサーベイ法」を採用。 

②ベースとする産業連関表の決定 

・平成17年北海道産業連関表（国土交通省北海道開発局） 

・平成21年延長北海道産業連関表（国土交通省北海道開発局） 

・平成17年北海道内地域間産業連関表（国土交通省北海道開発局）等 

③作成する部門数の決定 

・経済波及効果分析の内容に応じて、適切な部門数を設定する。 

④経済波及効果分析の分析項目の検討 

・観光客の観光消費による経済波及効果（生産誘発額、付加価値効果額、雇

用誘発数）の分析等 
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② ニセコ・ひらふ地域産業連関表（仮称）の作成 

②-1 産業連関表（取引基本表）の作成 

ベースとする産業連関表の産業部門別生産額をもとに、既存統計調査結果

等を用いてニセコ・ひらふ地域内の産業部門別生産額、中間投入額、粗付加

価値額、最終需要額を推計する。 

なお、最終需要額の推計にあたっては、対象エリア内の事業所を対象にア

ンケート・ヒアリング調査を実施し、対象エリア内外の出荷額を推定し、産

業部門別移輸出率を推計する。 

 

②-2 関連表の作成 

推計した取引基本表から、投入係数表、逆行列係数表（［I-(I-M)A］-1型、

[(I-M)A]-1型）、雇用表等を作成する。 

 

③ 産業連関分析 

③-1 新規需要額の推計 

経済波及効果分析の内容に応じて、既存統計調査結果等をもとに対象エリ

ア内で発生する新規需要額（投資額、消費額等）を産業部門別に推計する。 

 

③-2 経済波及効果の推計 

作成した産業連関表をもとに、対象エリア内における新規需要の発生によ

り誘発される生産誘発額や、それに伴い生じる付加価値効果額、雇用誘発数

等の経済波及効果を産業部門別に推計する。 

 

④ 報告書取りまとめ 

ニセコ・ひらふ地域産業連関表（仮称）の作成方法、対象エリアの経済構造、

産業連関分析結果等の調査結果を報告書として取りまとめる。 

 

（４）調査結果の活用 

調査結果を活用し、国内・海外からの観光投資を今後どのように誘導していくかの

戦略を検討進め、ニセコエリア全体で共有化を図る。 
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産業連関表作成から産業連関分析までの基本的流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
生
産
額
の
見
直
し

産業部門別中間投入額の推計

産業部門別最終需要額の推計

バランス調整

産業連関表（取引基本表）の確定

作成結果の検証

産業部門別地域内生産額の推計

移輸出率の推計

既存統計資料

事業所アンケート調査

按分推計

ベースとする産業連関

表の中間投入率

既存統計資料

産業連関分析

経済波及効果の推計

・生産誘発額

・付加価値額

・雇用誘発数など

投入係数表

逆行列係数表

雇用表

その他付表の作成

新規需要額の推計

①産業連関表の作成 ベースとする産業連関表の

地域内生産額

②産業連関分析

既存統計資料


